
（単位：千円）

科目 14年度決算額 13年度決算額 差異
学生生徒等納付金収入 2,097,626 2,075,923 21,703
手数料収入 43,699 42,396 1,303
寄付金収入 154,424 189,454 △ 35,030
補助金収入 543,941 549,132 △ 5,191
資産運用収入 37,097 42,677 △ 5,580
資産売却収入 0 20,002 △ 20,002
事業収入 54,439 52,861 1,578
雑収入 37,626 120,552 △ 82,926
借入金等収入 400 400 0
前受金収入 599,670 651,729 △ 52,059
その他の収入 1,504,533 3,154,253 △ 1,649,720
資金収入調整勘定 △ 703,546 △ 710,276 6,730
収入計 4,369,909 6,189,103 △ 1,819,194
前年度繰越支払資金 1,408,311 843,595 564,716
収入の部合計 5,778,220 7,032,698 △ 1,254,478

（単位：千円）

科目 14年度決算額 13年度決算額 差異
人件費支出 1,736,805 1,836,922 △ 100,117
教育研究経費支出 396,232 436,856 △ 40,624
管理経費支出 267,199 270,995 △ 3,796
借入金等利息支出 18,433 22,311 △ 3,878
借入金等返済支出 210,148 211,148 △ 1,000
施設関係支出 84,706 1,069,377 △ 984,671
設備関係支出 72,171 89,792 △ 17,621
資産運用支出 360,743 342,017 18,726
その他の支出 1,293,623 1,378,132 △ 84,509
予備費 0 0 0
資金支出調整勘定 △ 23,476 △ 33,163 9,687
支出計 4,416,584 5,624,387 △ 1,207,803
次年度繰越支払資金 1,361,636 1,408,311 △ 46,675
支出の部合計 5,778,220 7,032,698 △ 1,254,478

（資金収支規模と次年度繰越支払資金）
●資金収支の次年度繰越支払資金は1,361,636千円で、前年度比46,675千円の減少となっています。

2014年度　学校法人立教女学院収支決算について

収入の部

支出の部

2014年度資金収支計算書

・貸付金の回収額。

・特定の目的のため

の引当金の取り崩し

額。等

土地、建物、構築物

などを取得するため

の支出です。

より良い教育研究

サービスを提供する

ために、資金を積み

立てるための支出で

す。

収入として計上したが

未収となっているもの

や、前受金収入として

前年度までに既に受け

入れている収入を差し

引くことにより、資金の

収入額を調整するため

のものです。

翌年度に入学予定の学

生生徒等から受け入れ

る授業料や入学金など

です。

支出として計上したが

未払となっているもの

や、前払金支払支出と

して前年度までに支

払っている経費を差し

引くことにより、資金の

支出額を調整するため

のものです。

教育研究用の機器備品、

その他の機器備品、図

書などを取得するため

の支出です。

（学校法人会計 参考資料）

● 資金収支計算

①毎会計年度、当該会計年度の諸活動に対応するすべての収入および支出の内容を明らかにする。

②当該会計年度における支払資金（現金等）の収入および支出のてん末を明らかにする。

● 消費収支計算

①毎会計年度、当該会計年度の消費収入および消費支出の内容および均衡の状態を明らかにする。

・消費収入とは、帰属収入（負債とならない収入）から基本金に組み入れた額を控除した収入です。

・消費支出とは、会計年度中に消費する用役の対価および減価償却額等の非資金を加えたものです。

● 貸借対照表（決算時の提出書類）

①年度末における学校法人の財政状態（財産の状態）を表示する計算書です。

・資産とは、教育研究活動に使用される学校法人の財産です。

・負債とは、将来返済しなければならない債務です。



（単位：千円）

科目 14年度決算額 13年度決算額 差異
学生生徒等納付金 2,097,626 2,075,923 21,703
手数料 43,699 42,396 1,303
寄付金 155,803 190,101 △ 34,298
補助金 543,941 549,132 △ 5,191
資産運用収入 37,097 42,677 △ 5,580
資産売却差額 0 11,389 △ 11,389
事業収入 54,439 52,861 1,578
雑収入 57,449 120,574 △ 63,125
帰属収入合計 2,990,053 3,085,053 △ 95,000
基本金組入額合計 △ 291,371 △ 190,142 △ 101,229
消費収入の部合計 2,698,682 2,894,911 △ 196,229

科目 14年度決算額 13年度決算額 差異
人件費 1,728,558 1,839,802 △ 111,244
　（退職給与引当金繰入額） (0) (81,407) (△81,407)
教育研究経費 700,453 718,874 △ 18,421
　（減価償却額） (304,094) (282,333) (21,761)
管理経費 281,906 279,710 2,196
　（減価償却額） (14,411) (8,496) (5,915)
借入金等利息 18,433 22,311 △ 3,878
徴収不能額 498 0 498
資産処分差額 10,484 95,552 △ 85,068
予備費 0 0 0
消費支出の部合計 2,740,331 2,956,249 △ 215,918
当年度消費支出超過額 41,650 61,338
前年度繰越消費支出超過額 1,163,805 1,102,467
翌年度繰越消費支出超過額 1,205,454 1,163,805

帰属収支差額 249,722 128,804 120,918

（単位：千円）

科目 本年度末 前年度末 増減
固定資産 9,391,337 9,375,982 15,355
　有形固定資産 5,679,995 5,844,689 △ 164,694
　その他の固定資産 3,711,342 3,531,293 180,049
流動資産 1,415,930 1,472,139 △ 56,209
資産の部合計 10,807,267 10,848,121 △ 40,854

科目 本年度末 前年度末 増減
固定負債 1,363,740 1,593,232 △ 229,492
流動負債 881,573 942,657 △ 61,084
負債の部合計 2,245,313 2,535,889 △ 290,576

科目 本年度末 前年度末 増減
第１号基本金 9,579,408 9,288,037 291,371
第２号基本金 0 0 0
第４号基本金 188,000 188,000 0
基本金の部合計 9,767,408 9,476,037 291,371

科目 本年度末 前年度末 増減
翌年度繰越消費支出超過額 1,205,454 1,163,805 41,649
消費収支差額の部合計 △ 1,205,454 △ 1,163,805 △ 41,649
負債の部、基本金の部
及び消費収支差額の部合計

10,807,267 10,848,121 △ 40,854

消費収入の部

消費支出の部

（帰属収支差額）帰属収入から消費支出を差し引いたものを帰属収支差額といいます。2014年度は249,722千円の帰属収
支差額であり、予算比では120,918千円の増加となっています。

2014年度消費収支計算書

（消費収入と消費支出）帰属収入から基本金組入額を差し引いた2,698,682千円が消費収入です。この額が消費支出
に充てることのできる金額となりますが、2014年度は2,740,331千円の消費支出であり、消費収入と比較すると
41,650千円の消費支出超過となっています。

2014年度貸借対照表

資産の部

負債の部

基本金の部

消費収支差額の部

学生生徒等が納め

る授業料や入学金

などのこと。聴講

料や補講料も含み

ます。収入（帰属

収入）の70%を占

めます。

入学検定料や証明書

発行等手数料の収入。

教職員に支払われる

給与などのことです。

収入（帰属収入）の

58%が充てられてい

ます。

立教女学院が使っ

たお金または用役

に対して支出した

金額です。

立教女学院一年間のす

べての収入で、負債と

ならない収入です。

良好な教育環境を維

持するための施設・

設備等の額であり帰

属収入から差し引く

金額です。

学生生徒等の教育研

究のために支出する経

費です。

総務、人事、財務、

経理等の業務に要

する経費、教職員の

福利厚生のための

経費などです。

帰属収入から消費支出

を差し引いたものであり、

純資産の増減を示しま

す。

土地、建物、構築

物、機器備品及び

図書等に代表され

る固定資産の取得

額です。

総合体育館・プー

ルを建設する目的

で計画的に積み立

てた預金などの資

産の額です。

消費収支計算書に

より算出される運

転資金として恒常

的に保持すべき資

金の額です。

資産の部合計は

10,807,267千円となり、

前年度比40,854千円の

減少となっています。

負債の部合計は退職給

与引当金の増額とﾘｰｽ

物件の資産計上により

2,245,313千円となり、前

年度比290,576千円の

減少となっています。


